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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動局近傍の複数の基地局から無線信号を略同時に受信するセルラ移動通信システムに
おける前記基地局の送信装置であって、
　前記各基地局の受信レベルの測定を含むチャネル推定を行うためのパイロットチャネル
信号を生成するパイロットチャネル信号生成部と、
　トラフィックデータを送信するためのトラフィックチャネル信号を生成するトラフィッ
クチャネル信号生成部と、
　前記トラフィックデータのあて先情報を含む制御情報信号を生成する制御チャネル信号
生成部と、
　前記制御チャネル信号生成部によって、生成される前記制御チャネル信号と、前記トラ
フィックチャネル生成部によって、生成される前記トラフィックチャネル信号とを合成し
て合成信号を生成する合成手段と、を備え、
　前記パイロットチャネル信号生成部によって生成される前記パイロットチャネル信号と
前記合成手段によって生成される合成信号を多重して送信信号を生成し、伝送効率を高め
るとともに、
　通信環境状態に応じて、前記複数の基地局の内１つの基地局から、所定の通信データ量
を略最大の通信速度で送信を行う第１の通信モード、通信速度を低下させる代わりに通信
品質を高めて、前記複数の基地局から、前記所定の通信データ量を一定の割合で分割した
通信データの送信を行う第２の通信モード、又は前記第２の通信モードと同様に、通信速
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度を低下させる代わりに通信品質を高めて、前記第１の通信モードと同様に前記所定の通
信データ量を分割せずに、前記複数の基地局の内１つの基地局から送信を行う第３の通信
モードを切り替えることにより、前記送信信号を送信するようにしたことを特徴とするセ
ルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置。
【請求項２】
　前記複数の基地局は、それぞれ基地局の信号を区別して同時に受信可能とするため識別
番号を有しており、各基地局の近傍に位置する基地局が同じ前記基地局識別番号を有しな
いように、グループ化されており、前記基地局識別番号の異なる複数の基地局を前記移動
局の受信機が略同時に受信することを特徴とする請求項１に記載のセルラ移動通信システ
ムにおける基地局の送信装置。
【請求項３】
　前記パイロットチャネル信号生成部は、
　前記複数の基地局の各々に異なるパイロットチャネル用スクランブルコードと、
　異なる前記基地局識別番号を有する基地局を区別するパイロットパターンと、を乗じる
手段を備えることを特徴とする請求項２に記載のセルラ移動通信システムにおける基地局
の送信装置。
【請求項４】
　前記制御チャネル信号生成部は、
　前記複数の基地局に共通のスクランブルコードと前記基地局識別番号に対応した直交コ
ードとを用いて生成される前記制御チャネル用スクランブルコードと、
　前記基地局識別番号に対応した直交コード長以上の連続するシンボルが同じ値をとる前
記制御チャネルシンボルと、
　を乗じる手段を備え、
　異なる基地局識別番号の制御チャネル信号が直交の関係の信号となるように生成される
ことを特徴とする請求項２または請求項３に記載のセルラ移動通信システムにおける基地
局の送信装置。
【請求項５】
　前記トラフィックチャネル信号生成部は、
　前記複数の基地局の各々に異なるトラフィックチャネル用スクランブルコードと、
　前記第１の通信モード時には、トラフィックデータに対応して変化する前記トラフィッ
クチャネルシンボルの値、又は前記第２または第３の通信モード時には、通信環境状態に
応じて、通信品質を確保するために、連続または一定間隔で配置される複数のシンボルが
同じ値をとる前記トラフィックチャネルシンボルと、
　を乗じる手段を備えることを特徴とする請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の
セルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置。
【請求項６】
　前記パイロットチャネル信号生成部は、ＯＦＤＭ信号であるパイロットチャネル信号を
生成し、前記ＯＦＤＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊ
で表す場合に、基地局番号（ｌ）を有する前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ

（

ｌ）と前記基地局をグループ別に附した前記基地局識別番号ｎ（ｌ）に対応するパイロッ
トパターンｗｉ

（ｎ（ｌ））とを時間をずらしながら、乗算し、
　精度のよいチャネルゲインの推定及び受信パワーの測定を行えるように所定数のパイロ
ット信号を生成したことを特徴とする請求項２に記載のセルラ移動通信システムにおける
基地局の送信装置。
【請求項７】
　前記制御チャネル信号生成部は、拡散ＯＦＤＭ信号である制御チャネル信号を生成する
ものであり、前記拡散ＯＦＤＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア
成分をｊで表す場合に、制御チャネル用の共通コードであるスクランブルコードｙｊと、
それぞれ基地局の信号を区別して同時に受信可能とするため基地局識別番号ｎ（ｌ）に応
じた直交コードｗｉ

（ｎ（ｌ））と、前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ
（ｌ）
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とを用いて、制御チャネルシンボルｃ（ｌ）を拡散処理した、拡散ＯＦＤＭ信号である制
御チャネル信号を生成し、
　移動局の受信機が前記基地局識別番号の異なる複数の前記基地局から前記制御チャネル
信号を分離し、前記制御情報を取得するようにしたことを特徴とする請求項２または請求
項６に記載のセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置。
【請求項８】
　前記トラフィックチャネル生成部は、ＯＦＤＭ信号または拡散ＯＦＤＭ信号であるトラ
フィックチャネル信号を受信し、前記ＯＦＤＭ信号または前記拡散ＯＦＤＭ信号のフレー
ム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す場合に、前記第１の通信モー
ドでは、トラフィックチャネルデータｄ（ｌ）と、前記基地局固有のスクランブルコード
ｘｊ

（ｌ）と、を乗じて得られるＯＦＤＭ信号であるトラフィックチャネル信号（ｘｊ
（

ｌ）×ｄ（ｌ））の生成、前記第２又は第３の通信モードでは、前記トラフックチャネル
データｄ（ｌ）を複数個のグループに分けた前記トラフックチャネルデータを、前記基地
局固有のスクランブルコードｘｊ

（ｌ）を用いて周波数拡散処理された、拡散ＯＦＤＭ信
号であるトラフィックチャネル信号の生成を行うことを特徴とする請求項２、６、７のい
ずれか１項に記載のセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置。
【請求項９】
　前記制御チャネル用の共通コードであるスクランブルコードｙｊは、前記基地局固有の
スクランブルコードｘｊ

（ｌ）とは、異なるスクランブルコードであることを特徴とする
請求項７または請求項８に記載のセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置。
【請求項１０】
　さらに、制御チャネルデータを生成する制御部を備え、
　前記制御部は、基地局の選択及び通信モードの選択処理を行う基地局コントローラから
通信モード情報を入力し、通信モード切替信号を生成し、前記トラフィックチャネル信号
生成部を制御することを特徴とする請求項１から請求項９のいずれか１項に記載のセルラ
移動通信システムにおける基地局の送信装置。
【請求項１１】
　移動局近傍の複数の基地局から無線信号を略同時に受信するセルラ移動通信システムに
おける前記移動局の受信装置であって、
　基地局によって異なるスクランブルコードと前記基地局の識別番号によって異なるパイ
ロットシンボルパターンとを用いて生成されるパイロットチャネル信号から前記基地局の
受信レベルの測定およびチャネル推定を含むパイロット情報の抽出を行うパイロットチャ
ネル信号処理部と、
　トラフィックチャネル信号を処理し、トラフィックチャネルデータを生成するトラフィ
ックチャネル信号処理部と、
　前記トラフィックデータのあて先情報を含む制御情報信号を受信し、自局宛ての情報が
含まれているかどうかを判断するための制御情報を処理する制御チャネル信号処理部と、
　トラフィックチャネル信号処理部に入力する通信モード切替え制御信号を生成し、所定
数の基地局を選択する基地局選択手段を備える統括制御部と、
　を備え、
　通信環境状態に応じて、前記複数の基地局の内１つの基地局から、所定の通信データ量
を略最大の通信速度で送信を行う第１の通信モード、通信速度を低下させる代わりに通信
品質を高めて、前記複数の基地局から、前記所定の通信データ量を一定の割合で分割した
通信データの送信を行う第２の通信モード、又は前記第２の通信モードと同様に、通信速
度を低下させる代わりに通信品質を高めて、前記第１の通信モードと同様に前記所定の通
信データ量を分割せずに、前記複数の基地局の内１つの基地局から送信を行う第３の通信
モードを切り替えることにより、前記送信信号を送信するようにしたことを特徴とするセ
ルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置。
【請求項１２】
　前記パイロットチャネル信号処理部は、請求項３または請求項６に記載のパイロットチ
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ャネル信号生成部で生成されるパイロットを受信して、前記基地局識別番号に対応したパ
イロットパターンを用いて通信路推定を行うことにより、異なる基地局識別番号の複数の
基地局との間のチャネルゲインを推定することを特徴とする請求項１１に記載のセルラ移
動通信システムにおける移動局の受信装置。
【請求項１３】
　前記制御チャネル信号処理部は、請求項４または請求項７に記載の制御チャネル信号生
成部で生成される制御チャネル信号を受信して、前記複数の基地局に共通のスクランブル
コードおよび複数の基地局識別番号に対応した直交コードを用いて信号処理を行うことに
よって、前記基地局識別番号の異なる複数の前記基地局から前記制御チャネル信号を分離
し、複数の前記基地局からの制御データを取得するようにしたことを特徴とする請求項１
１に記載のセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置。
【請求項１４】
　前記トラフィックチャネル信号処理部は、前記第２の通信モードでは複数の基地局から
略同時に送信される信号を受信して、略同時に送信される他の基地局の信号間の干渉を削
減する重みを用いて重み付け行い、それぞれ復調することによって、前記複数の基地局か
ら送信されるトラフィックチャネルデータをそれぞれ再生することを特徴とする請求項１
１に記載のセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置。
【請求項１５】
　前記トラフィックチャネル信号処理部は、前記第２の通信モードでは複数の基地局から
略同時に送信される信号を受信して、複数の基地局の信号が合成されて受信された信号点
に対して、各基地局から送信されるトラフィックチャネルデータの組み合わせを比較し各
トラフィックチャネルデータシンボルまたはビットの確からしさを出力することを特徴と
する請求項１１に記載のセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置。
【請求項１６】
　さらに、前記制御チャネル信号処理部にて得られた制御データから、制御チャネル信号
レプリカを生成し、受信信号から除去する制御チャネル干渉除去部を備え、
　前記トラフィックチャネル信号処理部は、前記制御チャネル干渉除去部の出力を入力と
することを特徴とする請求項１１から請求項１５のいずれか１項の記載のセルラ移動通信
システムにおける移動局の受信装置。
【請求項１７】
　前記パイロットチャネル信号処理部は、ＯＦＤＭ信号であるパイロットチャネル信号を
受信し、拡散ＯＦＤＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊ
で表す場合に、基地局番号（ｌ）を有する前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ

（

ｌ）と前記基地局をグループ別に附した前記基地局識別番号ｎ（ｌ）に対応するパイロッ
トパターンｗｉ

（ｎ（ｌ））とを乗算した、基地局のパイロットシンボルの共役複素数を
パイロット受信信号に乗算し、時間平均することにより、
　推定すべき基地局ｌ’のチャネルゲインの推定値ｈ（ｌ’，ｊ）を算出するようにした
ことを特徴とする請求項１１に記載のセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置
。
【請求項１８】
　前記制御チャネル信号処理部は、拡散ＯＦＤＭ信号である制御チャネル信号を受信し、
前記拡散ＯＦＤＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表
す場合に、制御チャネル用の共通コードであるスクランブルコードｙｊと、それぞれ基地
局の信号を区別して同時に受信可能とするため基地局識別番号ｎ（ｌ）に応じた直交コー
ドｗｉ

（ｎ（ｌ））と、前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ
（ｌ）とを、用いて

制御チャネルシンボルｃ（ｌ）を拡散処理した、拡散ＯＦＤＭ信号である制御チャネル信
号に、
　スクランブルコードｙｊと、直交コードｗｉ

（ｎ（ｌ））と、前記基地局に固有のスク
ランブルコードｘｊ

（ｌ）のそれぞれの共役複素数を乗じて、前記基地局識別番号の異な
る複数の前記基地局から前記制御チャネル信号を分離し、前記制御チャネルシンボルｃ（
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ｌ）を取得するようにしたことを特徴とする請求項１１に記載のセルラ移動通信システム
における移動局の受信装置。
【請求項１９】
　前記トラフィックチャネル信号処理部は、ＯＦＤＭ信号または拡散ＯＦＤＭ信号である
トラフィックチャネル信号を受信し、前記ＯＦＤＭ信号または前記拡散ＯＦＤＭ信号のフ
レーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す場合に、前記第１の通信
モードでは、トラフィックチャネルシンボルｄ（ｌ）と、前記基地局固有のスクランブル
コードｘｊ

（ｌ）と、を乗じて得られるＯＦＤＭ信号であるトラフィックチャネル信号（
ｘｊ

（ｌ）×ｄ（ｌ））、前記第２又は第３の通信モードでは、前記トラフックチャネル
シンボルｄ（ｌ）を複数個のグループに分けた前記トラフックチャネルシンボルを、前記
基地局固有のスクランブルコードｘｊ

（ｌ）を用いて周波数拡散処理された、拡散ＯＦＤ
Ｍ信号であるトラフィックチャネル信号に、前記基地局固有のスクランブルコードｘｊ

（

ｌ）の複素共役を乗じ、さらに、前記第２又は第３の通信モードにおいては、逆拡散処理
を行い、前記トラフィックチャネルシンボルｄ（ｌ）の再生を行うことを特徴とする請求
項１１に記載のセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、セルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置及び移動局の受信装置に
関し、特に、干渉が大きい等の通信状態が良好でない場合においても、通信の高速度化を
図るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置および基地局の受信装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　従来、サービスエリアを限られた範囲の領域（セル）に分割してそれぞれ基地局を配置
しセル内の移動局との通信を行うセルラ方式が携帯電話のための通信システムとして用い
られてきた。ＦｄＭＡ／ＴｄＭＡ（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉ
ｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ／Ｔｉｍｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ
）技術に基づく第２世代移動通信システムでは、隣接するセルの信号が互いに干渉しない
ようにセルによって割当てる周波数を変える方法が用いられている。これに対し、ＣｄＭ
Ａ（Ｃｏｄｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）技術に基づく第３
世代移動通信システムではスペクトル拡散によって得られる耐干渉性によって隣接セルで
も同一周波数の利用が可能になった。
【０００３】
　第４世代の移動通信システムでは、より高速なデータ通信に対する需要が見込まれてお
り、移動通信環境で広帯域の信号を用いた高速データ伝送が可能なＯＦｄＭ（Ｏｒｔｈｏ
ｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）技術
の利用が有望視されている。しかし、ＯＦｄＭは、隣接するセルで同一周波数を用いるシ
ステムに利用する場合には耐干渉性の低さが問題となるため、ＯＦｄＭ技術とＣｄＭＡ技
術を組み合わせて、より高い耐干渉性を有する通信方式が提案されている。
【０００４】
　上記方式として、拡散ＯＦｄＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖ
ｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）およびＭＣ－ＣｄＭＡ（Ｍｕｌｔｉ－Ｃａｒｒ
ｉｅｒ　Ｃｏｄｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）方式がある。
これらは、ＯＦｄＭ技術をベースにスペクトル拡散と符号多重の考えを取り込んだもので
ある。
【０００５】
　上記のようにＯＦｄＭ技術にスペクトル拡散と符号多重の技術を組み合わせて、複数の
サブキャリアやＯＦｄＭシンボルに割り当てる方式を拡散ＯＦｄＭとし、以下、ＯＦｄＭ
方式と拡散ＯＦｄＭ方式の送受信機の動作について簡単に説明する。
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【０００６】
　まず、ＯＦｄＭ方式の送信機および受信機の動作について説明する。
【０００７】
　図２９は、ＯＦｄＭ方式を用いた送受信機のブロック図である。図２９（ａ）は、送信
機のブロック図あり、図２９（ｂ）は、受信機のブロック図である。
【０００８】
　１フレームの送信データシンボル数をＮｆ＝Ｎｓ×Ｎｃとする。
【０００９】
　ここで、Ｎｃはサブキャリア数、ＮｓはＯＦｄＭシンボル数である。これ以外にチャネ
ル推定用のパイロットシンボルが含まれるのが通常であるがここでは省略する。
【００１０】
　送信シンボルは、シリアル／パラレル変換部（以下、「Ｓ／Ｐ」（Ｓｅｒｉａｌ／Ｐａ
ｒａｌｌｅｌ）と呼ぶ）５００により、Ｎｃシンボルごとに並列化され、並列化された送
信シンボルは、それぞれのサブキャリア成分となり、逆高速フーリエ変換部（以下、「Ｉ
ＦＦＴ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）」という）
５０１により、逆ＦＦＴされ、パラレル／シリアル変換部（以下、「Ｐ／Ｓ」（Ｐａｒａ
ｌｌｅｌ／Ｓｅｒｉａｌ）と呼ぶ）５０２によって時間信号列に変換される。
【００１１】
　なお、ＩＦＦＴ処理（後記するＦＦＴ処理も同一）の処理単位がＯＦｄＭの１シンボル
となる。
【００１２】
　「ＡｄｄＧＩ」ブロック５０３では、ＯＦｄＭの１シンボルごとにガードインターバル
（以下、ＧＩと呼ぶ）が追加される。
【００１３】
　図３０は、ＯＦｄＭシンボルとＧＩとの配置関係を説明するである。
【００１４】
　ＧＩは、図３０に示す様に、ＯＦｄＭシンボルの後方の信号をＯＦｄＭシンボルの前に
挿入されるデータである。このＧＩによって、無線通信路の遅延波による干渉を防ぐこと
ができる。
【００１５】
　図３１は、ＯＦｄＭにおける１フレーム内の送信信号における送信シンボルの配置を示
した図である。
【００１６】
　図３１で示す例では、１フレームはＮｓ個のＯＦｄＭシンボルからなり、ＯＦｄＭシン
ボルの中で送信シンボルは周波数方向に順次並んだ形になっている。
【００１７】
　上記送信信号を受信する受信機では、「ＲｅｍｏｖｅＧＩ」ブロック５０４により、タ
イミング検出器５０５の制御の下、ＯＦｄＭシンボルすなわちＦＦＴ処理単位の切り出し
が行われ、切り出されたＯＦｄＭシンボルは、Ｓ／Ｐ変換器５０６により変換された後、
高速フーリエ変換部（以下、「ＦＦＴ（Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ
）」と呼ぶ）５０７によって、ＦＦＴ処理されて各サブキャリア成分が抽出される。その
後、Ｐ／Ｓ５０８によってＰ／Ｓ変換されて、送信フレームのシンボル配列と同じ順序の
シンボル列が得られる。
【００１８】
　次に、拡散ＯＦｄＭ方式の概念を簡単に説明する。
【００１９】
　拡散ＯＦｄＭ方式は、周波数領域、または時間領域の拡散を行うために、図３２に示す
ように複数のサブキャリア、または複数のＯＦｄＭシンボルにわたって同じ送信シンボル
を配置する。図３２（ａ）では、周波数領域の拡散率が４であり、４つのサブキャリアで
同じデータシンボルが送信される。図３２（ｂ）では周波数領域と時間領域の拡散率が共
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に２であり、２つのサブキャリア、２つのＯＦｄＭシンボルで同じデータシンボルが送信
される。これらの例では拡散率４の拡散が行われることになるため、送信シンボルの伝送
速度は、１／４に低下する。
【００２０】
　このように、拡散ＯＦｄＭ方式は、送信シンボルの伝送速度を犠牲にして、干渉に対し
て耐性を有する方式となっている。
【００２１】
　図３３は、周波数領域拡散を行う拡散ＯＦｄＭ方式の送受信機のブロック図である。図
３３（ａ）は、送信機のブロック図であり、図３３（ｂ）は、受信機のブロック図である
。
【００２２】
　図３３では、周波数領域拡散の拡散率をＳＦとしている。１フレームの送信シンボル数
は、ＯＦｄＭに比べて１／ＳＦになる。
【００２３】
　図３３（ａ）に示す送信機では、Ｓ／Ｐブロック５００によって、Ｎｃ／ＳＦシンボル
ごとに並列化されたシンボルは、周波数領域拡散処理部６００によって周波数領域拡散が
行われ、それぞれのサブキャリア成分となる。この周波数領域拡散は、１シンボルをＳＦ
個のサブキャリア成分にコピーし、拡散符号を乗算して行われる。さらに、ＩＦＦＴ５０
１、Ｐ／Ｓ変換５０２されて時間信号列となる。「ＡｄｄＧＩ」ブロック５０３ではＯＦ
ｄＭシンボルごとにガードインターバル（以下、「ＧＩ」と呼ぶ）が追加される。
【００２４】
　図２９（ａ）に示したＯＦｄＭ方式の送信機と比較して、周波数領域拡散を行う拡散処
理部６００がＩＦＦＴ５０１の前に挿入されている以外は同じ構成となっている。
【００２５】
　一方、図３３（ｂ）に示す受信機も、同様に、検出されたキャリア成分を逆拡散処理す
る周波数領域逆拡散処理部６０１がＦＦＴ５０７の後に挿入されている以外は同じ構成と
なっており、最終処理段階のＰ／Ｓ変換器５０８を経て、送信フレームのシンボル配列と
同じ順序のシンボル列が得られる。
【００２６】
　以下、上記説明した移動通信環境で広帯域の信号を用いた高速データ伝送が可能なＯＦ
ｄＭ及び拡散ＯＦｄＭ方式を利用した従来例または現在提案されているセルラ移動通信シ
ステムについて説明する。
【００２７】
　第４世代のセルラ移動通信システムとしてＯＦｄＭをベースとするＳＣＳ－ＭＣ－Ｃｄ
ＭＡ方式（「非特許文献１」参照）や、同じくＯＦｄＭをベースとするＶＳＦ－ＯＦＣｄ
Ｍ（Ｖａｒｉａｂｌｅ　Ｓｐｒｅａｄｉｎｇ　Ｆａｃｔｏｒ－Ｏｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒ
ｅｑｕｅｎｃｙ　ａｎｄ　Ｃｏｄｅ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）方
式（「非特許文献２」参照）が提案されている。ＳＣＳ－ＭＣ－ＣｄＭＡ方式は制御チャ
ネルと通信チャネルを周波数軸上の異なるサブキャリアに配置する。一方、ＶＳＦ－ＯＦ
ＣｄＭ方式は、時間領域に拡散した通信チャネルと時間・周波数両領域に拡散した制御チ
ャネルとを直交符号を用いて多重化する方法である。
【００２８】
　また、第４世代のセルラ移動通信システムでは、雑音や他の干渉信号への耐性を得、通
信品質を確保する手段として、減衰の大きい地点のユーザに対してより大きな電力でデー
タ通信を行う送信電力制御に代って、適応変調符号化方式が提案されている。
【００２９】
　上記適応変調符号化方式は、基地局に近い、すなわち減衰の小さい、地点のユーザに対
しては多値変調と高符号化率の誤り訂正符号を用いることにより最大通信速度を高くし、
セルの境界など減衰が大きく、また干渉が大きい地点のユーザに対しては変調多値数と符
号化率を小さくして通信速度を低くすることによって、通信品質を確保する方法である。
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【００３０】
　また、ＯＦｄＭ方式とＭＣ－ＣｄＭＡ方式とを相互に利用し、それぞれの通信方式にお
ける欠点を解決する技術が、特許文献１（「特開２００４－１５８９０１号公報」）に開
示されている。これは、セルラ移動通信システムにおいて移動端末－基地局間の通信路状
態によって、ＯＦｄＭ方式を用いるかＭＣ－ＣｄＭＡ方式を用いるかを送信スロット単位
で切り替えるというものである。
【００３１】
　さらに、ＯＦｄＭ方式を利用して、セルラ移動通信システムにおける通信品質を確保す
る手段として、移動局までの伝搬遅延差が上記記載したＧＩの時間ＴＧＩと電波の伝搬速
度Ｃを掛けた距離Ｉが基地局間の距離ｄより大きくならないように基地局の配置又時間Ｔ

ＧＩを設定し、複数の基地局が同期して送信を行うことによって、チャネル相互間の干渉
を緩和し、通信品質を高めるＭＭＳＥ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　Ｅｒ
ｒｏｒ）ダイバーティ復調等の干渉緩和復調を可能とするＳＣ（Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ
　Ｃｏｈｅｒｅｎｔ）－ＯＦｄＭ方式の技術が非特許文献３に開示されている。
【特許文献１】特開２００４－１５８９０１号公報
【非特許文献１】長手他、「ＳＣＳ－ＭＣ－ＣｄＭＡ方式における共通制御チャネル同期
の一検討」、２００４年電子情報通信学会総合大会Ｂ－５－８１
【非特許文献２】岸山他、「下りリンクＶＳＦ－ＯＦＣｄＭブロードバンド無線アクセス
における適応変復調・チャネル符号化の屋外実験結果」、２００４年電子情報通信学会総
合大会Ｂ－５－９４
【非特許文献３】Ｋｅｖｉｎ　Ｌ．Ｂａｕｍ、“Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｃｏｈｅｒｅ
ｎｔ　Ｏｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ
ｘｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ、Ｍｅｔｈｏｄ、Ｓｏｆｔｗａｒｅ　ａｎｄ　ｄｅｖｉｃｅ”　
ＶＴＣ‘９９　ｐｐ２２２２－２２２６、１９９８
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３２】
　しかしながら、上述した移動通信環境で広帯域の信号を用いた高速データ伝送が可能な
ＯＦｄＭ及び拡散ＯＦｄＭ方式を利用した従来例では、いずれも、減衰が大きく、また、
干渉が大きい地点のユーザに対しては、データの通信速度を犠牲にして、通信品質の確保
を優先するシステムがとられており、最大通信速度を上げられないという問題点がある。
【００３３】
　そこで、本発明は、上記課題の解決を図るべく、提案したものであり、セルラ移動通信
システムにおいて、基地局から離れた地点で希望信号の減衰量の増加及び干渉信号量の増
加によって通信品質の低下を招き、高速データ通信が困難になるという問題点を解決する
セルラ移動通信システムに使用する基地局の送信装置及び移動局の受信装置を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００３４】
　本発明は、上記目的を達成するために、以下に記載する構成を採用するとともに、以下
の特徴を備えている。
【００３５】
　本発明に係るセルラ移動通信システムにおける前記基地局の送信装置は、移動局近傍の
複数の基地局から無線信号を略同時に受信するセルラ移動通信システムにおける前記基地
局の送信装置であって、前記各基地局の受信レベルの測定を含むチャネル推定を行うため
のパイロットチャネル信号を生成するパイロットチャネル信号生成部と、トラフィックデ
ータを送信するためのトラフィックチャネル信号を生成するトラフィックチャネル信号生
成部と、前記トラフィックデータのあて先情報を含む制御情報信号を生成する制御チャネ
ル信号生成部と、前記制御チャネル信号生成部によって、生成される前記制御チャネル信
号と、前記トラフィックチャネル生成部によって、生成される前記トラフィックチャネル
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信号とを合成して合成信号を生成する合成手段と、を備え、前記パイロットチャネル信号
生成部によって生成される前記パイロットチャネル信号と前記合成手段によって生成され
る合成信号を多重して送信信号を生成し、伝送効率を高めるとともに、通信環境状態に応
じて、前記複数の基地局の内１つの基地局から、所定の通信データ量を略最大の通信速度
で送信を行う第１の通信モード、通信速度を低下させる代わりに通信品質を高めて、前記
複数の基地局から、前記所定の通信データ量を一定の割合で分割した通信データの送信を
行う第２の通信モード、又は前記第２の通信モードと同様に、通信速度を低下させる代わ
りに通信品質を高めて、前記第１の通信モードと同様に前記所定の通信データ量を分割せ
ずに、前記複数の基地局の内１つの基地局から送信を行う第３の通信モードを切り替える
ことにより、前記送信信号を送信するようにしたことを特徴とする。
【００３６】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、前記
複数の基地局は、それぞれ基地局の信号を区別して同時に受信可能とするため識別番号を
有しており、各基地局の近傍に位置する基地局が同じ前記基地局識別番号を有しないよう
に、グループ化されており、前記基地局識別番号の異なる複数の基地局を前記移動局の受
信機が略同時に受信することを特徴とする。
【００３７】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける前記基地局の送信装置において、
前記パイロットチャネル信号生成部は、前記複数の基地局の各々に異なるパイロットチャ
ネル用スクランブルコードと、異なる前記基地局識別番号を有する基地局を区別するパイ
ロットパターンと、を乗じる手段を備えることを特徴とする。
【００３８】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、前記
制御チャネル信号生成部は、前記複数の基地局に共通のスクランブルコードと前記基地局
識別番号に対応した直交コードとを用いて生成される前記制御チャネル用スクランブルコ
ードと、前記基地局識別番号に対応した直交コード長以上の連続するシンボルが同じ値を
とる前記制御チャネルシンボルと、を乗じる手段を備え、異なる基地局識別番号の制御チ
ャネル信号が直交の関係の信号となるように生成されることを特徴とする。
【００３９】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、前記
トラフィックチャネル信号生成部は、前記複数の基地局の各々に異なるトラフィックチャ
ネル用スクランブルコードと、前記第１の通信モード時には、トラフィックデータに対応
して変化する前記トラフィックチャネルシンボルの値、又は前記第２または第３の通信モ
ード時には、通信環境状態に応じて、通信品質を確保するために、連続または一定間隔で
配置される複数のシンボルが同じ値をとる前記トラフィックチャネルシンボルと、を乗じ
る手段を備えることを特徴とする。
【００４０】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、前記
パイロットチャネル信号生成部は、ＯＦｄＭ信号であるパイロットチャネル信号を生成し
、前記ＯＦｄＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す
場合に、基地局番号（１）を有する前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ

（１）と
前記基地局をグループ別に附した前記基地局識別番号ｎ（１）に対応するパイロットパタ
ーンｗｉ

（ｎ（１））とを時間をずらしながら、乗算し、精度のよいチャネルゲインの推
定及び受信パワーの測定を行えるように所定数のパイロット信号を生成したことを特徴と
する。
【００４１】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、前記
制御チャネル信号生成部は、拡散ＯＦｄＭ信号である制御チャネル信号を生成するもので
あり、前記拡散ＯＦｄＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分を
ｊで表す場合に、制御チャネル用の共通コードであるスクランブルコードｙｊと、それぞ
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れ基地局の信号を区別して同時に受信可能とするため基地局識別番号ｎ（１）に応じた直
交コードｗｉ

（ｎ（１））と、前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ
（１）とを用

いて、制御チャネルシンボルｃ（１）を拡散処理した、拡散ＯＦｄＭ信号である制御チャ
ネル信号を生成し、移動局の受信機が前記基地局識別番号の異なる複数の前記基地局から
前記制御チャネル信号を分離し、前記制御情報を取得するようにしたことを特徴とする。
【００４２】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、前記
トラフィックチャネル生成部は、ＯＦｄＭ信号または拡散ＯＦｄＭ信号であるトラフィッ
クチャネル信号を受信し、前記ＯＦｄＭ信号または前記拡散ＯＦｄＭ信号のフレーム内の
時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す場合に、前記第１の通信モードでは
、トラフィックチャネルデータｄ（１）と、前記基地局固有のスクランブルコードｘｊ

（

１）と、を乗じて得られるＯＦｄＭ信号であるトラフィックチャネル信号（ｘｊ
（１）×

ｄ（１））の生成、前記第２又は第３の通信モードでは、前記トラフックチャネルデータ
ｄ（１）を複数個のグループに分けた前記トラフックチャネルデータを、前記基地局固有
のスクランブルコードｘｊ

（１）を用いて周波数拡散処理された、拡散ＯＦｄＭ信号であ
るトラフィックチャネル信号の生成を行うことを特徴とする。
【００４３】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、前記
制御チャネル用の共通コードであるスクランブルコードｙｊは、前記基地局固有のスクラ
ンブルコードｘｊ

（１）とは、異なるスクランブルコードであることを特徴とする。
【００４４】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置において、さら
に、制御チャネルデータを生成する制御部を備え、前記制御部は、基地局の選択及び通信
モードの選択処理を行う基地局コントローラから通信モード情報を入力し、通信モード切
替信号を生成し、前記トラフィックチャネル信号生成部を制御することを特徴とする。
【００４５】
　本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、移動局近傍
の複数の基地局から無線信号を略同時に受信するセルラ移動通信システムにおける前記移
動局の受信装置であって、基地局によって異なるスクランブルコードと前記基地局の識別
番号によって異なるパイロットシンボルパターンとを用いて生成されるパイロットチャネ
ル信号から前記基地局の受信レベルの測定およびチャネル推定を含むパイロット情報の抽
出を行うパイロットチャネル信号処理部と、トラフィックチャネル信号を処理し、トラフ
ィックチャネルデータを生成するトラフィックチャネル信号処理部と、前記トラフィック
データのあて先情報を含む制御情報信号を受信し、自局宛ての情報が含まれているかどう
かを判断するための制御情報を処理する制御チャネル信号処理部と、トラフィックチャネ
ル信号処理部に入力する通信モード切替え制御信号を生成し、所定数の基地局を選択する
基地局選択手段を備える統括制御部と、を備え、通信環境状態に応じて、前記複数の基地
局の内１つの基地局から、所定の通信データ量を略最大の通信速度で送信を行う第１の通
信モード、通信速度を低下させる代わりに通信品質を高めて、前記複数の基地局から、前
記所定の通信データ量を一定の割合で分割した通信データの送信を行う第２の通信モード
、又は前記第２の通信モードと同様に、通信速度を低下させる代わりに通信品質を高めて
、前記第１の通信モードと同様に前記所定の通信データ量を分割せずに、前記複数の基地
局の内１つの基地局から送信を行う第３の通信モードを切り替えることにより、前記送信
信号を送信するようにしたことを特徴とする。
【００４６】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
パイロットチャネル信号処理部は、請求項３または請求項６に記載のパイロットチャネル
信号生成部で生成されるパイロットを受信して、前記基地局識別番号に対応したパイロッ
トパターンを用いて通信路推定を行うことにより、異なる基地局識別番号の複数の基地局
との間のチャネルゲインを推定することを特徴とする。
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【００４７】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
制御チャネル信号処理部は、請求項４または請求項７に記載の制御チャネル信号生成部で
生成される制御チャネル信号を受信して、前記複数の基地局に共通のスクランブルコード
および複数の基地局識別番号に対応した直交コードを用いて信号処理を行うことによって
、前記基地局識別番号の異なる複数の前記基地局から前記制御チャネル信号を分離し、複
数の前記基地局からの制御データを取得するようにしたことを特徴とする。
【００４８】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
トラフィックチャネル信号処理部は、前記第２の通信モードでは複数の基地局から略同時
に送信される信号を受信して、略同時に送信される他の基地局の信号間の干渉を削減する
重みを用いて重み付け行い、それぞれ復調することによって、前記複数の基地局から送信
されるトラフィックチャネルデータをそれぞれ再生することを特徴とする。
【００４９】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
トラフィックチャネル信号処理部は、前記第２の通信モードでは複数の基地局から略同時
に送信される信号を受信して、複数の基地局の信号が合成されて受信された信号点に対し
て、各基地局から送信されるトラフィックチャネルデータの組み合わせを比較し各トラフ
ィックチャネルデータシンボルまたはビットの確からしさを出力することを特徴とする。
【００５０】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、さら
に、前記制御チャネル信号処理部にて得られた制御データから、制御チャネル信号レプリ
カを生成し、受信信号から除去する制御チャネル干渉除去部を備え、前記トラフィックチ
ャネル信号処理部は、前記制御チャネル干渉除去部の出力を入力とすることを特徴とする
。
【００５１】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
パイロットチャネル信号処理部は、ＯＦｄＭ信号であるパイロットチャネル信号を受信し
、拡散ＯＦｄＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す
場合に、基地局番号（１）を有する前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ

（１）と
前記基地局をグループ別に附した前記基地局識別番号ｎ（１）に対応するパイロットパタ
ーンｗｉ

（ｎ（１））とを乗算した、基地局のパイロットシンボルの共役複素数をパイロ
ット受信信号に乗算し、時間平均することにより、推定すべき基地局ｌ’のチャネルゲイ
ンの推定値ｈ（ｌ’，ｊ）を算出するようにしたことを特徴とする。
【００５２】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
パイロットチャネル信号処理部は、ＯＦｄＭ信号であるパイロットチャネル信号を受信し
、拡散ＯＦｄＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す
場合に、基地局番号（１）を有する前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ

（１）と
前記基地局をグループ別に附した前記基地局識別番号ｎ（１）に対応するパイロットパタ
ーンｗｉ

（ｎ（１））とを乗算した、基地局のパイロットシンボルの共役複素数をパイロ
ット受信信号に乗算し、時間平均することにより、推定すべき基地局ｌ’のチャネルゲイ
ンの推定値ｈ（ｌ’，ｊ）を算出するようにしたことを特徴とする。
【００５３】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
制御チャネル信号処理部は、拡散ＯＦｄＭ信号である制御チャネル信号を受信し、前記拡
散ＯＦｄＭ信号のフレーム内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す場合
に、制御チャネル用の共通コードであるスクランブルコードｙｊと、それぞれ基地局の信
号を区別して同時に受信可能とするため基地局識別番号ｎ（１）に応じた直交コードｗｉ
（ｎ（１））と、前記基地局に固有のスクランブルコードｘｊ

（１）とを、用いて制御チ
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ャネルシンボルｃ（１）を拡散処理した、拡散ＯＦｄＭ信号である制御チャネル信号に、
スクランブルコードｙｊと、直交コードｗｉ

（ｎ（１））と、前記基地局に固有のスクラ
ンブルコードｘｊ

（１）のそれぞれの共役複素数を乗じて、前記基地局識別番号の異なる
複数の前記基地局から前記制御チャネル信号を分離し、前記制御チャネルシンボルｃ（１

）を取得するようにしたことを特徴とする。
【００５４】
　また、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける移動局の受信装置において、前記
トラフィックチャネル信号処理部は、ＯＦｄＭ信号または拡散ＯＦｄＭ信号であるトラフ
ィックチャネル信号を受信し、前記ＯＦｄＭ信号または前記拡散ＯＦｄＭ信号のフレーム
内の時間軸成分をｉで表し、サブキャリア成分をｊで表す場合に、前記第１の通信モード
では、トラフィックチャネルシンボルｄ（１）と、前記基地局固有のスクランブルコード
ｘｊ

（１）と、を乗じて得られるＯＦｄＭ信号であるトラフィックチャネル信号（ｘｊ
（

１）×ｄ（１））、前記第２又は第３の通信モードでは、前記トラフックチャネルシンボ
ルｄ（１）を複数個のグループに分けた前記トラフックチャネルシンボルを、前記基地局
固有のスクランブルコードｘｊ

（１）を用いて周波数拡散処理された、拡散ＯＦｄＭ信号
であるトラフィックチャネル信号に、前記基地局固有のスクランブルコードｘｊ

（１）の
複素共役を乗じ、さらに、前記第２又は第３の通信モードにおいては、逆拡散処理を行い
、前記トラフィックチャネルシンボルｄ（１）の再生を行うことを特徴とする。
【発明の効果】
【００５５】
　以上説明したように、本発明のセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置およ
び移動局の受信装置によれば、所定の通信データ量を最大の通信速度で送信を行う第１の
通信モードと、前記所定の通信データ量を分割し、通信速度を低下させる代わりに、通信
品質を高めて送信を行う第２の通信モードと、前記所定の通信データ量を分割せずに、通
信速度を低下させて、通信品質を高めて、１つの基地局と送信を行う第３の通信モードを
有し、通信状態に応じて、基地局の稼働率を高めるとともに、基地局の送信装置から移動
局の受信装置へのデータ通信速度の高速化を図ることが可能である。
【００５６】
　また、本発明のセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置および移動局の受信
装置によれば、制御チャネル信号生成部によって、それぞれ基地局の信号を区別してほぼ
同時に受信可能とするため、基地局識別番号に応じた直交コードを乗じて、制御チャネル
信号が生成され、移動局の受信機が前記基地局識別番号の異なる複数の前記基地局から前
記制御チャネル信号を、干渉をあまり受けることなく分離し、前記制御情報を取得するこ
とが可能である。
【００５７】
　また、本発明のセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置によれば、制御チャ
ネル信号とトラフィックチャネル信号を合成して送信することにより、伝送効率の向上を
図り、ひいては基地局の送信装置から移動局の受信装置へのデータ通信速度を高めること
が可能である。
【００５８】
　また、本発明のセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置および移動局の受信
装置によれば、複数の同一のデータに対してそれぞれ一定の間隔づつ離れた周波数の直交
サブキャアを割当てて、マルチキャリア伝送を行い、耐干渉性をより高くする等の高通信
品質化を図ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５９】
　以下、添付図面を参照して、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送
信装置及び移動局の受信装置の一実施形態を詳細に説明する。
【００６０】
　図１～図３３は、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置およ
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び移動局の受信装置に係る実施形態の一例であって、図中、同一の符号を付した部分は同
一物を表すものとする。
【００６１】
　まず、本発明に係るセルラ移動通信システムにおける基地局の送信装置および移動局の
受信装置について説明する前に、事前に、本発明に係るセルラ移動通信システムの基本概
念について、図１から図５を用いて、以下に説明する。
【００６２】
　図１は、本発明に係るセルラ移動通信システムの基本概念を説明するシステム概念図で
ある。
【００６３】
　図１に示すように、サービスを限られた範囲の領域（セル）に分割して、それぞれの基
地局を配置し、移動局との通信を行うセルラ移動通信システムにおいて、代表する３つの
セル１０，１１，１２内に基地局Ａ，Ｂ，Ｃがそれぞれ配置されている様子を示している
。
【００６４】
　また、移動局Ｍがセル１０（基地局Ａ）の近傍地点ｄにあった場合と、移動局Ｍが移動
し、３つのセル１０，１１，１２が重なる境界領域１３内の地点Ｅあった場合におけるデ
ータ通信の例を示している。
【００６５】
　図２は、基地局コントローラ１４と各基地局間トラフィックデータと制御情報の接続を
示すネットワーク構成図である。
【００６６】
　図２に示すように、基地局コントローラ１４は、無線リソースの制御を行う装置であり
、例えば、インターネット１６に接続されたコアネットワーク１５及び各基地局と接続さ
れ、インターネット１６からコアネットワーク１５を介して、送信データを移動局Ｍに宛
てて送信する際に、前記複数の基地局のうち、どの基地局（ここでは基地局Ａ，Ｂ，Ｃ）
の無線チャネルの割当てを行うか、また、各基地局に上記送信データのうちのどのデータ
をどのように配分するかなどのシステム全体の無線リソース制御を行う。
【００６７】
　また、図１に示すように、本実施形態では、基地局コントローラ１４が、システムに１
つ存在している場合を示しているが、より規模の大きいシステムでは複数の基地局コント
ローラがそれぞれ複数の基地局と接続する形となる。また、本発明に関連する基地局コン
トローラの機能は各基地局内に設けるようなシステム構成も可能である。すなわち、複数
の基地局が直接情報を交換して、移動局Ｍに対して送信を行う基地局や通信モードを決定
するような構成も考えられる。
【００６８】
　ここで、通常、地点ｄのような、電波の減衰が小さく、高い耐干渉性が要求されない地
点では、基地局Ａと移動局Ｍ間で、例えば、ＯＦｄＭ信号を用いて（以下、ＯＦｄＭ又は
拡散ＯＦｄＭ信号を使用して説明する）、この通信方式での最大の通信速度で、データ通
信が行われる。この場合、基地局コントローラ１４は、データｘ、ｙ、ｚの全データを基
地局Ａに宛てて、伝送する。データ受信した基地局Ａは、後述するトラフィックチャネル
を介してデータｘ、ｙ、ｚをまとめて移動局Ｍに伝送する。この通信のモードを第１の通
信モードと呼ぶことにする。
【００６９】
　一方、移動局Ｍが地点ｄから地点Ｅに移動した場合、この境界領域１３内の地点Ｅは、
基地局Ａ，Ｂ，Ｃのどの基地局からも遠い位置にあり、電波の減衰や干渉が大きい。従っ
て、移動局Ｍは、データの通信速度を高めるためには高い耐干渉性等が要求される。
【００７０】
　この要求を満たすために、データｘ、ｙ、ｚを３分割して、それぞれの基地局Ａ，Ｂ，
Ｃにデータｘ、ｙ、ｚを割当てることによって、１つの基地局のデータ伝送量を３分の１
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に小さくする。基地局コントローラ１４は、基地局Ａに対してはデータｘ、基地局Ｂに対
してはデータｙ、基地局Ｃに対してはデータｚを送信し、一基地局あたりのデータ割り当
て量を小さくする。このデータ伝送量を小さくすることで、例えば、干渉に強い拡散ＯＦ
ｄＭ信号を利用して、耐干渉性を高くした上で、３つの基地局Ａ，Ｂ，Ｃからほぼ同時に
データｘ、ｙ、ｚを送信し、移動局Ｍにおいてほぼ同時に受信することで、上記第１の通
信モードの通信速度に対して、できるだけ同等の通信速度となるように、通信パラメータ
等を選択し、所定の速度のデータ伝送を実現することが可能となる。この通信モードを第
２の通信モードと呼ぶ。
【００７１】
　さらに、移動局Ｍが地点Ｅのような通信環境の悪い地点にある場合であって、他に多く
の移動局が同時に通信を行っている場合や、より優先度の高い移動局が存在する場合には
、移動局Ｍに多くの無線リソースを割当てることができない場合がある。このような場合
に、例えば、移動局Ｍは、基地局Ａのみと通信を行い、第２の通信モードと同様に、干渉
に強い拡散ＯＦｄＭ信号を利用して、耐干渉性を高くして、通信の信頼性を上げ、通信の
品質を確保する。この通信モードを第３の通信モードと呼ぶ。
【００７２】
　ここで、上記説明した第１，２，３の通信モードを実行する場合において、基地局の選
択方法及び任意の通信モードから他の通信モードへの移行方法について、簡単に説明して
おく。
【００７３】
　各通信モードの必要性については、上記に説明した通りであるが、図１に示したように
、周辺基地局と移動局Ｍとの位置関係の変化や、通信環境状態の変化、あるいは各セルの
トラフィックや移動局Ｍおよび他の移動局に対する通信に要求される通信品質の変化に応
じて、適切な通信モードの移行即ち、モード選択を行う必要がある。例えば、上記第１の
通信モードから第２の通信モード又は第３の通信モードへのモード移行は、現在選択され
ている基地局Ａ（第１の通信モードでは、基地局Ａのみが選択されている）のパイロット
（後記する）受信信号レベルを常時検出しておき、通信環境条件の変化に伴って、所定の
受信パワーレベル以下となった場合に、通信モード移行を行うようにしてもよい。あるい
は、基地局Ａの受信信号レベルとあわせて干渉レベルを測定し、希望信号電力対干渉信号
電力比（ＳＩＲ：Ｓｉｇｎａｌ　ｔｏ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　Ｐｏｗｅｒ　Ｒａｔ
ｉｏ）を計算して、ＳＩＲが所定レベル以下になった場合に、通信モード移行を行うよう
にしてもよい。
【００７４】
　上記第２の通信モードへの移行を行う場合は、現在選択されている基地局Ａを再度見直
し、移動局Ｍ又は基地局コントローラ１４の基地局選択手段、又はこれらの組み合わせに
よって基地局Ａ’，Ｂ’，Ｃ’を選択し、第３の通信モードへの移行の場合も、現在選択
されている基地局Ａを見直し、基地局Ａ’を選択する必要がある。
　上記基地局Ａ’，Ｂ’，Ｃ’を選択する方法として、例えば、移動局Ｍの基地局選択手
段が選択を行う場合、後述するように、常時周辺の複数の基地局からのパイロット信号を
受信し、所定の受信パワーレベル以上を有する基地局Ａ’，Ｂ’，Ｃ’を選択する。なお
、基地局Ａを選択した段階における情報を加味して、基地局Ａ’、Ｂ’、Ｃ’を選択する
ようにしても良い。
【００７５】
　なお、後述する制御チャネルデータはトラフィックチャネルに比較してデータ量が少な
いが同時に高い信頼性が要求される。そのため、周波数領域拡散、または時間領域の拡散
（あるいは両方の領域での拡散）を行った拡散ＯＦｄＭ信号を利用して、高い耐干渉性を
持たせて、さらに、基地局間の干渉を抑える処理をした上で、各基地局Ａ，Ｂ，Ｃから送
信される。
【００７６】
　また、第２および第３の通信モードにおいては、後述するように、それぞれ一定間隔づ
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つ離れた直交サブキャアを利用し、複数のチャネルを得ることで、周波数ダイバーシティ
を行うことができ、耐干渉性をより高いものにすることができる。
【００７７】
　次に、上述した本発明に係るセルラ移動通信システムの基本概念について、さらに詳し
く説明する。
【００７８】
　上記基地局Ａ，Ｂ，Ｃの３つの基地局を使用しての第２の通信モードである並列伝送を
行う基本概念について概略説明したが、この基本概念は、並列伝送によって高速伝送を可
能にするＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）
技術とマルチパスに強いという特徴をもつＯＦｄＭの技術を利用するものである。
【００７９】
　通常、ＭＩＭＯによる並列伝送は、マルチアンテナを用いて行うが、本実施形態では、
複数の基地局からの並列送信によってマルチインプットを実現している。
【００８０】
　なお、ＯＦｄＭでは、ＧＩの範囲内に遅延波が収まればマルチパスによる符号間干渉を
抑えることができる。
【００８１】
　通常のマルチアンテナを用いたＭＩＭＯによる並列伝送であれば、送信基地局のアンテ
ナはほぼ同じ位置にあるので伝搬遅延差はマルチパスによる遅延に比べて特に考慮する必
要はないが、本実施形態の場合は、複数の基地局からの送信をほぼ同時に行うため、基地
局から移動局までの伝搬遅延差がＧＩより大きくならないようにすることが望ましい。
【００８２】
　また、移動局は、携帯性を高めるために複数のアンテナを備えることが困難である。
【００８３】
　そこで、この問題を解決するために、本実施形態では、ＯＦｄＭ信号の替わりに、周波
数領域拡散を行う拡散ＯＦｄＭ信号を用いる。すなわち、周波数領域で拡散を行った後に
周波数の離れたサブキャリアに信号を割当てることにより、伝搬路特性の異なる複数のチ
ャネルを得ることができる。これによってマルチアウトプットを実現している。
【００８４】
　図３は、複数のセルにおける基地局の配置を示す図である。
【００８５】
　それぞれの基地局（基地局の位置を記号「＋」で示している）に＃０から＃３までの基
地局識別番号を振っている。同じ基地局識別番号の基地局は隣接しないように配置し、移
動局は基地局識別番号の異なる基地局の信号を区別して同時に受信する。
【００８６】
　図４はＯＦｄＭのＧＩを説明する図である。
【００８７】
　同時に受信する可能性のある基地局、あるいは大きな干渉を与える可能性のある基地局
の信号がＧＩを超えて受信されないためには、ｄ＞ＴGI×Ｃであることが望ましい。ここ
で、ＧＩ長をＴGI秒とし、隣接する基地局の距離をｄメートルとする。また、Ｃは電波の
伝搬速度である。
【００８８】
　次に、上述した本発明に係るセルラ移動通信システムの基本概念に基づく高速並列伝送
を発揮させるためのパイロットチャネル、制御チャネルおよびトラフィックチャネルの信
号構成について説明する。
【００８９】
　図５は、本発明に係るセルラ移動通信システムに使用する各チャネル信号の時間及び周
波数軸における構成図である。
【００９０】
　各基地局（図５では、代表する基地局Ａ，Ｂ，Ｃとする）は、移動局Ｍに音声、画像等
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のデータを送信するためのトラフィックチャネル、トラフィックチャネルデータのあて先
情報を含む制御情報等を送信するための制御チャネルおよびチャネル推定（各基地局の受
信パワーレベルの測定等を含む）を行うためのパイロットチャネルを用いて、各チャネル
信号をほぼ同時に送信する。
【００９１】
　図５に示すように、例えば、パイロット信号は、基地局Ａ，Ｂ，Ｃからほぼ同時に送信
されるため、移動局Ｍ側で、それぞれ干渉を起こすことなく分離して、受信する必要があ
る。そのため、各基地局からのパイロット信号は、後述する（数式１に示す）基地局識別
番号に対応する直交コードを用いて、送信される。また、制御チャネル信号、トラフィッ
ク信号についても、パイロット信号と同様に、後述するように移動局Ｍで容易に分離でき
るように工夫がなされている。
【００９２】
　パイロットチャネルは時間多重される。すなわち、図５に示すように、パイロット信号
は、フレーム先頭の時間０からＮｐ間に時間的に別のＯＦｄＭシンボルを用いて伝送され
る。一方、制御チャネル信号やトラフィックチャネル信号は、時間Ｎｐ以降に送信される
。
【００９３】
　制御チャネル信号は、本実施形態では、周波数領域拡散された拡散ＯＦｄＭ信号として
生成される。周波数拡散後、スクランブルコードでスクランブルされる。このスクランブ
ルコードは、制御チャネル用の共通のコードとする。
【００９４】
　トラフィックチャネルは、基地局毎に異なるランダム系列を用いてスクランブルされ、
制御チャネル信号と非直交信号多重される。
【００９５】
　また、パイロットシンボルもトラフィックチャネルと同一のランダム系列でスクランブ
ルされるが、異なる基地局番号のパイロット信号とは時間方向で、直交化するようなパイ
ロットパターンを用いることによって、基地局間の干渉を抑圧する。
　パイロット信号はフレームの先端に配置されているが、フレームの前後あるいは中間に
分けて配置することも可能である。あるいは、Ｎｃサブキャリアのうちいくつかのサブキ
ャリアだけを用いてもよい。また、トラフィックチャネル信号と制御チャネル信号につい
ては、トラフィック信号がない場合に制御信号だけが送信される場合があってもかまわな
いし、トラフィック信号と制御信号を異なるＯＦｄＭシンボルや異なるサブキャリアに割
当てることにより、互いの干渉をなくすことも可能である。
　上記に示したように、パイロットチャネル、制御チャネルおよびトラフィックチャネル
の信号構成を基地局間の干渉を可能な限り抑えて多重化する構成としたことにより、複数
個の基地局を選択する場合の基地局の識別を容易にし、かつ、信号の伝送効率を高めるこ
とが可能となり、本システムの目的である通信環境条件に応じて基地局と移動局間の高速
データ伝送を行うための基本のデータ構成となる。
【００９６】
　次に、上記の各チャネル構成に基づいて、基地局の送信機および移動局の受信機それぞ
れの構成および動作についてブロック図を用いながら以下に詳細に説明する。
【００９７】
　図６は、基地局の送信機のブロック図であり、図１０は、携帯端末（移動局）の受信機
のブロック図である。
【００９８】
　図６に示すように、基地局の送信機１７は、基地局コントローラ１４（図１に図示）か
ら通信モードを選択するための情報等を含む制御情報を受けて、制御チャネルデータの生
成、通信モード切替え等の制御信号の生成等を行う制御部２０と、生成された制御チャネ
ルデータを一旦バッファする制御チャンネルバッファ部１８と、制御チャネルシンボルを
生成する制御チャネルシンボル生成部２１と、トラフィックチャネルデータを一旦バッフ
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ァするトラフィックチャネルバッファ部１９と、トラフィックチャネルデータを入力して
、トラフィックチャネルシンボルを生成するトラフィックチャネルシンボル生成部２２と
、パイロット信号を生成するパイロットチャネル信号生成部２３と、制御信号を生成する
制御チャネル信号生成部２４と、トラフィック信号を生成するトラフィックチャネル信号
生成部２５と、制御チャネル信号生成部２４により生成された制御信号とトラフィックチ
ャネル信号生成部２５により生成されたトラフィック信号とを合成して、その合成信号を
生成する合成器２６と、フレーム開始から発生するパイロット信号が終了した後、上記合
成信号に切り換える切替器２７と、合成信号又はパイロット信号を送信するアンテナ２８
とを備えて構成される。
【００９９】
　一方、図１０に示すように、移動局の受信機３９は、基地局の送信部から送信された制
御チャンネル信号又は制御チャネル信号とトラフィックチャネル信号の合成信号又はパイ
ロット信号を受信するアンテナ４０と、受信されたパイロット信号からパイロットシンボ
ルを生成するパイロットチャネル信号処理部４１と、受信された制御チャネル信号から制
御チャネルシンボルを抽出する制御チャネル信号処理部４２と、抽出された制御チャネル
シンボルから制御チャネルデータを抽出する制御チャネルデータ再生部４４と、受信され
たトラフィックチャネル信号からトラフィックチャネルシンボルを抽出するトラフィック
チャネル信号処理部４３と、抽出されたトラフィックチャネルシンボルからトラフィック
チャネルデータを抽出するトラフィックチャネルデータ再生部４５と、さらに、トラフィ
ックチャネル信号処理部に入力する通信モード切替え制御信号（制御チャネル情報）を生
成する統括制御部４６と、を備えて構成されている。統括制御部４６は、さらに、受信信
号から複数基地局からの受信信号レベルを測定し、アクセス要求を行う基地局を選択する
基地局選択手段を備える。
　また、上記制御チャネル情報は、基地局コントローラから送信される通信モード選択情
報等を含む制御情報から生成されるものである。
【０１００】
　まず、上記のように構成される基地局の送信機及び移動局の受信機において、パイロッ
トチャネル信号の生成およびチャネル推定について、送信機のパイロットチャネル信号生
成部２３のブロック図である図７及び受信機のパイロットチャネル信号処理部４１のうち
、１つの基地局に対応するパイロットチャンネル信号処理部のブロック図１１を参照して
説明する。
【０１０１】
　図７は、基地局の送信機におけるパイロットチャネル信号生成部２３のブロック図であ
る。
【０１０２】
　図１１は、移動局の受信機におけるパイロットチャネル信号処理部４１のうち、１つの
基地局に対応するパイロットチャンネル信号処理部を示すブロック図である。
【０１０３】
　パイロットシンボルの各サブキャリア成分をｐ（ｉ，ｊ）で記す。
【０１０４】
　ここで、ｉは時間方向のインデックスで０からＮｐ－１の値をとる。ｊは、周波数方向
のインデックスであり、０からNｃ－１の値をとる。
【０１０５】
　図７に示すように、パイロット信号の生成には、基地局番号の異なる基地局間で直交す
る直交コードをコピー器３０によって、コピーし、パイロット用スクランブルコード乗算
部３１によって、この直交コードと基地局固有のスクランブルコードとを掛け合わして周
波数拡散される。ここでは、図３に対応して＃０から＃３の基地局識別番号を用い、パイ
ロットシンボル数Ｎｐを４とする。
　以降では、４つの基地局識別番号を用いることを仮定して実施例の説明を行うが、より
多くの基地局識別番号を用いることも可能であり、本発明の範囲は４つの基地局識別番号
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以下に示す数式等の修正が必要になるが、本発明の原理に基づいてこれらの修正を行うこ
とは当業者によれば容易に行うことができる。
【０１０６】
　基地局ｌに固有のスクランブルコードをｘ０

（１），ｘ１
（１），・・・，ｘNｃ－１

（１）で表す。
【０１０７】
　また、基地局ｌに対応する基地局識別番号をｎ（１）で表す。基地局識別番号ｎ（１）
に対応する長さ４の直交コードをｗ０

(n（１）)，ｗ１
（ｎ（１）），ｗ２

（ｎ（１））

，ｗ３
（ｎ（１））で表す。この時、パイロットシンボルの成分ｐ（１）（ｉ，ｊ）は、

下記に示す式で表される。
【数１】

【０１０８】
　ここで、ｘ（１）は、例えば周期がＮｃより長いＭａｘｉｍａｌ　Ｌｅｎｇｔｈ　Ｓｅ
ｑｕｅｎｃｅ（ｍ系列）の一部をそれぞれ異なる基地局に割り当ても良い。また、ｗ（ｎ

（１））はアダマール系列の直交する各行をそれぞれの基地局識別番号に割当ても良い。
　このような構成で得られた基地局０，１，２のパイロット信号成分はそれぞれ図１４、
１５、１６のようになる。
　さらに、ｐ（１）（ｉ，ｊ）は必ずしも数式１に示される式で構成される必要はなく、
基地局識別番号の異なる基地局ｌとｌ’に対して次式の関係を満たすものであれば、異な
る信号を用いても構わない。
【数２】

【０１０９】
　複数の基地局（ｌ＝０，１，・・・・・，Ｍ－１）から信号を受信した場合、移動局の
受信機は、以下の式に示す受信信号を受信する。
【数３】

【０１１０】
　上記ｈ（ｌ，ｊ）は、基地局ｌと移動局間のサブキャリアｊにおけるチャネルゲインで
ある。
【０１１１】
　また、上記チャネルゲインは、時間方向の変動は小さいと仮定し、時間方向のインデッ
クスは省略している。
【０１１２】
　受信信号ｒ（ｉ，ｊ）に対して、受信機３９のパイロットチャネル信号処理部４１のチ
ャネル推定信号生成部５０は、下式に示すように基地局のパイロットシンボルの複素共役
を掛けて時間平均することにより、チャネルゲインの推定値を算出することができる。こ
の推定されたチャネルゲインは、下記に示す式で表される。
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【数４】

【０１１３】
　上記式において、２行目に記載されている式において、Σは、基地局識別番号がチャネ
ルゲイン推定値を算出したい基地局ｌ’と等しい基地局の成分についての和をとっている
ことを意味している。
【０１１４】
　このように展開することができるのは、基地局識別番号の異なる基地局のパイロット信
号は、パイロットシンボルの直交性により排除することができるためである。
【０１１５】
　また、上記３行目の式は、算出したい基地局の信号成分と、基地局識別番号は同じであ
るが基地局番号の異なる基地局の成分に分けて表記したものである。
【０１１６】
　同じ基地局識別番号で異なる基地局に対しては距離が離れており減衰量が大きくなるた
め、第２項は小さくなる。さらに、精度の高いチャネルゲインの情報を得るためには、隣
接する複数のサブキャリア成分を平均化することも可能である。
【０１１７】
　次に、基地局の送信機及び移動局の受信機において、制御チャネル信号の生成および制
御チャネルシンボルの生成について、送信機の制御チャネル信号生成部２４のブロック図
である図８及び受信機の制御チャネル信号処理部４２のうち、１つの基地局に対応する制
御チャンネル信号処理部を示すブロック図１２を参照して説明する。
【０１１８】
　図８は、基地局の送信機における制御チャネル信号生成部２４のブロック図である。
【０１１９】
　図１２は、移動局の受信機における制御チャネル信号処理部４２のうち、１つの基地局
に対応する制御チャンネル信号処理部を示すブロック図である。
【０１２０】
　図８に示すように、制御信号周波数拡散部３２は、以下に示す制御チャネル用スクラン
ブルコードによって、制御チャネルシンボルをスクランブルする。
【０１２１】
　制御チャネル用スクランブルコードｚ（１）は、制御チャネル用共通コードｙ０，ｙ１

，・・・，ｙNｃ－１と、前述のｘ（１），ｗ（ｎ（１））を用いて、下記に示す式のよ
うになる。
【数５】

【０１２２】
　ここで、ｊｍｏｄ４は、ｊを４で割った余りを意味し、はｘを越えない最大の整数を意
味する。制御チャネルシンボルは、連続する４サブキャリアで１シンボルを送信する。す
なわち、スクランブル前の制御チャネルシンボルをｃ（１）（ｉ，ｊ）で表すと、下記に
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示す式となる。
【数６】

【０１２３】
ここで、ｊ＝０，１，・・・・Nｃ－１，ｉ＝０，１，・・・・Ｎｄ－１であり、制御チ
ャネルシンボルを含む最初のＯＦｄＭシンボルに対してｉ＝０と定義している。
　数式５に示す制御チャネル用スクランブルコードと数式６に示す制御チャネルシンボル
とから生成される制御チャネル信号は下記の式で表される。

【数７】

　このような構成で得られた基地局０，１，２の制御チャネル信号成分はそれぞれ図１７
、１８、１９のようになる。
【０１２４】
　さらに、制御チャネル用スクランブルコードｚ（１）についても、必ずしも数式４に示
される式で構成される必要はなく、基地局識別番号の異なる基地局ｌとｌ’に対して次式
の関係を満たすものであれば、異なるコードを用いても構わない。時間方向で固定のパタ
ーンを用いる必要もない。
【数８】

【０１２５】
　基地局の送信機１９から送信された上記示す制御信号は、移動局の受信機３９によって
受信され、さらに、図１２に示すように制御チャネル信号処理部４２のうち、１つの基地
局に対応する制御チャンネル信号処理部によって制御チャネルのシンボルが抽出される。
【０１２６】
　以下に、制御チャネルシンボルの抽出手順を説明する。
【０１２７】
　移動局の受信機３９が複数の基地局（ｌ＝０，１，・・・Ｍ－１）から信号を受信した
受信信号は、下記に示す式で表される。
【数９】
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　まず、受信機３９の制御チャネルシンボル逆拡散部５１は、共通コードｙの複素共役を
乗ずることによって、下記に示す式で表される信号を出力する。
【数１０】

【０１２９】
　さらに、
【数１１】

であるので、隣接するサブキャリアのチャネルゲインが下記の式に示すように、
【数１２】

【０１３０】
　ほぼ等しいと仮定すると、複数の基地局の信号が混じった受信信号を、下式に示すよう
に基地局識別番号の異なる４つの信号に変換することができる。
【数１３】

【０１３１】
　但し、ｊは４の倍数である。即ち、基地局識別番号ｎ（１）に対応する長さ４の直交コ
ードｗｊｎ

（１）を上記数式８に乗ずることによって、隣接する基地局の制御チャネル信
号を分離して、基地局識別番号の異なる基地局の制御チャネル信号を同時に受信し別々に
抽出することができることを意味している。
【０１３２】
　さらに、パイロット信号から求めたチャネルゲインと固有のスクランブルコードを掛け
て逆拡散を行えば、各基地局の制御チャネルシンボルｃ（１）（ｉ、ｊ）を抽出すること
ができる。
【０１３３】
　この制御チャネルシンボルの抽出過程を示す式を以下に記す。
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【数１４】

【０１３４】
　ここで、Ｇは合成後のチャネルゲインであり、Ｉは干渉信号成分である。上式では、推
定したチャネルゲインを重みに用いたため、Ｇ≒｜ｈ（ｌ、ｊ）｜２となるが、推定した
チャネルゲインから、異なる重みを求めることも可能である。例えば、通信路の遅延分散
が大きく、周波数選択性の強い環境では数９の仮定が成り立たず、干渉信号成分Ｉが大き
くなる場合がある。このような場合にはＭＭＳＥ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａ
ｒｅ　Ｅｒｒｏｒ）基準に基づく重みを用いることにより、干渉と雑音を抑えることがで
きる。
　このように、基地局識別番号の異なる複数の基地局の制御情報を受信することにより、
移動局の受信機３９は、制御チャネル信号と同時に受信したトラフィックチャネル信号に
含まれるデータが自局宛てのデータか、また、どの基地局から送信されたものであるかを
判断することができる。
【０１３５】
　次に、基地局の送信機及び移動局の受信機において、トラフィックチャネル信号の生成
およびトラフィックシンボルの生成について、送信機のトラフィックチャネル信号生成部
２５のブロック図である図９及び受信機のトラフィックチャネル信号処理部４３のうち、
１つの基地局に対応するトラフィックチャンネル信号処理部を示すブロック図１３を参照
して説明する。
【０１３６】
　移動局Ｍが基地局Ａの近傍の地点ｄに位置している場合には、上述したように、通信モ
ードが第１の通信モードとなり、基地局Ａのみが選択される。すなわち、図９に示すスイ
ッチ（ＳＷ　Ａ，ＳＷ　Ｂ）が、制御部２０からの制御信号によって、それぞれ下側に倒
れ、トラフィックチャネルシンボルは、下側のトラフィックチャンネル信号生成部に入力
される。そして、基地局Ａと移動局Ｍの間で、一対一の通信が行われ、そのトラフィック
チャネルのデータは、最大の速度で伝送される。そのため、従来例の図２９（ａ）に示す
ようにＯＦｄＭ信号がそのまま使用される。なお、図９では、通信モードの切替えをＳＷ
で示しているが、あくまでも、論理的なものであって、必ずしも実際のハードウェアを意
味するものではない。
【０１３７】
　このときのトラフィックチャネル信号は、
【数１５】

【０１３８】
　となる。すなわち、トラフィックチャネル信号は、トラフィック用スクランブルコード
乗算部３４によって、基地局ｌに固有のスクラブリングコードｘ０

（１），ｘ１
（１），

・・・・ｘNｃ－１
（１）を用いてスクランブルされる。

【０１３９】
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　また、ＯＦｄＭシンボルの各サブキャリア成分ｄ（１）（ｉ、ｊ）は、送信シンボルｓ
（ｋ）に対して、次式のようになる。
【数１６】

【０１４０】
　ｊ＝０，１，・・・・Nｃ－１，ｉ＝０，１，・・・・Ｎｄ－１、ｌは特定の基地局の
番号である。
　このような構成で得られた基地局０，１，２のトラフィックチャネル信号成分はそれぞ
れ図２０、２１、２２のようになる。
　また、トラフィックチャネルのスクランブルコードとして、ｘ（１）を用いているが、
これは必ずしもパイロットチャネルのスクランブルコードとおなじものを用いている必要
はなく、基地局によって異なる任意のパターンを用いても構わない。
【０１４１】
　ここで、トラフィックチャネル信号に用いるスクランブルコードと制御チャネル用のス
クランブルコードとは異なるようにするため、両チャネルの信号は、互いに独立の信号と
なる。従って、図５に示すチャネル構成図に示すように、トラフィックチャネル信号と制
御チャネル信号は、合成器２６により合成されて送信される。この合成信号は、下記の式
で表される。

【数１７】

【０１４２】
　受信されたトラフィックチャネル信号と制御チャネル信号とが合成された上記合成信号
は、制御チャネル信号処理部４２およびトラフィックチャネル信号処理部４３によって、
それぞれ独立に、分離されて各選択された基地局の制御チャネルシンボルおよびトラフィ
ックチャネルシンボルが再生される。なお、分離された制御チャネル信号から制御チャネ
ルシンボルが再生される手順は、上述した通りである。
【０１４３】
　一方、第１の通信モードにおけるトラフィックシンボルの再生の手順について、以下に
説明する。
【０１４４】
　図１３に示すスイッチ（ＳＷ　Ｃ，ＳＷ　ｄ）は、統括制御部４６からの制御チャネル
情報によって、それぞれ下側に倒れ、トラフィックチャネルシンボルは、下側のトラフィ
ックチャンネル信号処理部に入力され、トラフィック信号処理部４３のトラフィックチャ
ネルシンボル再生部５２ｂにおいて、単に、トラフィック信号に基地局ｌに固有のスクラ
ンブルコードｘ０

（１），ｘ１
（１），・・・・ｘNｃ－１

（１）の複素共役および推定
チャネルゲインの複素共役を乗じた後、そのまま、Ｐ／Ｓ変換器５０８ｂに伝達される。
これによって、トラフィックチャネルシンボルが再生されることになる。
【０１４５】
　次に、移動局Ｍが位置ｄから通信環境条件の良好でない地点Ｅ（図３に示す地点Ｅ）に
移動し、上述した第２の通信モードでの通信が開始された場合におけるトラフィックチャ
ネル信号の生成及び再生とトラフィックチャネルシンボルの生成及び再生について説明す
る。
【０１４６】
　地点Ｅのような環境に移動局Ｍがある場合、地点Ｅの移動局Ｍは、基地局から離れてい
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るため信号の減衰も大きく干渉信号電力も大きいため地点ｄの場合と同じ様な信号を同じ
強度で送信したのでは地点Ｅではうまく受信できない。
【０１４７】
　そこで、基地局Ａ，Ｂ，Ｃはそれぞれ異なるトラフィックデータを移動局に対して送信
する。すなわち、周波数方向の全体でＮｃ個のシンボルを１／３づつに分けられてそれぞ
れの基地局によって伝送される。１つの基地局は、１つのシンボルを３つの同じシンボル
に拡散させて伝送することができる。
【０１４８】
　これによって、干渉に強い拡散ＯＦｄＭ信号を用いることが可能であり、通信品質を高
めることができる。ここで、図９に示すスイッチ（ＳＷ　Ａ，ＳＷ　Ｂ）が、制御部２０
からの制御信号によって、それぞれ上側に倒れ、トラフィックチャネルシンボルは、上側
のトラフィックチャンネル信号生成部２５のトラフィック信号周波数拡散部３３に入力さ
れ、それぞれ３つのサブキャリアを用いて同じ３つのデータシンボルが送信される。しか
しながら、隣接したサブキャリアを使用せずに、サブキャリア間隔のＮｃ／３倍ずつ周波
数が離れたサブキャリアを用いて、データシンボルが送信される。これを式で示すと、
【数１８】

【０１４９】
　となる。
　ここで、ｊ＝０，１，・・・・，Ｎc／３－１、ｉ＝０，１，・・・・，Ｎｄ－１，
【０１５０】
　ｌ＝０，１，２である。
　このような構成で得られた基地局０，１，２のトラフィックチャネル信号成分はそれぞ
れ図２３、２４、２５のようになる。
【０１５１】
　そして、携帯端末の受信機では、図１３に示すスイッチ（ＳＷ　Ｃ，ＳＷ　ｄ）は、統
括制御部４６からの制御チャネル情報によって、それぞれ上側に倒れ、トラフィックチャ
ネル信号は、上側のトラフィックチャンネル信号処理部に入力され、図１３のトラフィッ
クチャネルシンボル逆拡散部５２ａに示すように、サブキャリア間隔のＮc／３倍ずつ周
波数が離れた３つのサブキャリアの信号成分が合成されて復調されて、トラフィックチャ
ネルシンボルが再生される。このように、周波数ダイバーシティ効果を得ることができる
ため、サブキャリアのレベルの変動を平均化して通信品質を高めることができる。
【０１５２】
　また、１局あたりのデータ伝送速度は、前述したように１／３になるが、３つの基地局
から、ほぼ同時に信号を受信することにより、移動局Ｍが地点Ｅでも地点ｄと同じ伝送速
度を実現することができる。
【０１５３】
　なお、制御チャネル信号とトラフィックチャネル信号は、合成された合成信号によりほ
ぼ同時に送信されてくるため、この２つのチャネル信号が干渉し合う場合もある。この場
合、最初に制御チャネルを復調し、この制御チャネル信号成分を合成信号からキャンセル
した後に、トラフィック信号を復調するようにしても良い。これにより、トラフィックチ
ャネル信号の通信品質を向上することができる。
【０１５４】
　ここで、図９に示すトラフィックチャネル信号生成部２５および図１３に示すトラフィ
ック信号処理部４３において、上述した１つの基地局の送信機と携帯端末とで通信を行う
第３の通信モードは、第２の通信モードを実行する上部のブロックを使用して実行される
。なお、このブロックは、全体のシンボルのうち１／３のみを処理されるため、全体のデ



(25) JP 4305771 B2 2009.7.29

10

20

30

40

50

ータを処理する時間は、３倍の処理時間を必要とする。そのため、データの伝送速度は、
１／３に低下する。
【０１５５】
　図１３に示すトラフィックチャネルの処理では、推定したチャネルゲインの複素共役を
重みに用いているが、制御チャネルの場合と同様に異なる重みを求めることも可能である
。すなわち、ほぼ同時に送信された他の基地局信号の影響が小さくなるような重みをＭＭ
ＳＥ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　Ｅｒｒｏｒ）基準に基づいて求めるこ
とで、干渉と雑音を抑えることができる。
【０１５６】
　あるいは、複数の基地局の信号を同時に処理して最も確からしい送信シンボルの組み合
わせをみつけるＭＬｄ（Ｍａｘｉｍｕｍ　Ｌｉｋｅｌｉｈｏｏｄ　ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ）
に基づく復調方法や、各基地局から送信されるトラフィックチャネルシンボルの各ビット
の尤度情報を出力し復号器で軟判定復号を行うことで、より誤りの少ないトラフィックチ
ャネルデータを得ることができる。
【０１５７】
　次に、上述した基地局と移動局間の移動通信システムにおいて、基地局の選択及び通信
モード選択に関する基地局コントローラ、基地局の送信機及び移動局Ｍの受信機の送受信
動作について、図２６、２７及び２８のフローチャートを用いて、以下に説明する。
【０１５８】
　図２６は、移動局の受信機の基地局選択手段により１つの基地局を選択し、基地局コン
トローラにより第１の通信モードが選択される場合の手順を示すフローチャートである。
　また、図２７は、移動局の受信機の基地局選択手段により複数の基地局を選択し、基地
局コントローラにより第２の通信モードが選択される場合の手順を示すフローチャートで
ある。
　さらに、図２８は、移動局の受信機の基地局選択手段により複数の基地局を選択し、基
地局コントローラにより第３の通信モードが選択される場合の手順を示すフローチャート
である。
【０１５９】
　以下に、これらのフローチャートに基づいて、基地局コントローラ、基地局及び移動局
の動作を説明する。
　本フローチャートでは、移動局の基地局選択手段によって、基地局を選択する場合につ
いて説明するが、基地局コントローラが基地局を選択する場合は、基地局の最終的選択権
が基地局コントローラ側に移動するのみであり、実行的なフローは、上記のフローとほぼ
変わらないため、説明は省略する。
【０１６０】
　まず、図２６のフローチャートに基づいて説明する。
【０１６１】
　パイロットチャネル信号処理部４１は、周辺の基地局のパイロット信号を受信する（ス
テップＳ１００）。そして、パイロットチャネル信号処理部４１は、周辺の各基地局の受
信信号レベルを測定する（ステップＳ１０１）。
【０１６２】
　次に、統括制御部４６の基地局選択手段は、基地局識別番号（＃０～＃３）が等しい複
数の基地局の中から、ステップＳ１０１において、上記測定された基地局の受信信号レベ
ルの内、最大の受信信号レベルを有する基地局を基地局識別番号ごとに選択し、例えば、
４つの基地局を選択する（ステップＳ１０２）。
【０１６３】
　次に、最大受信信号レベルの基地局より、所定のｄＢ以上低いレベルの基地局を除外す
る（ステップＳ１０３）。さらに、選択された基地局が３より多ければ、最小の受信レベ
ルを除外する。（ステップＳ１０４）。本実施形態（図２６）では、移動局Ｍが基地局Ａ
に近い地点にいる例を示しているため、ここでは、基地局Ａのみが選択されることになる
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。
【０１６４】
　次に、ステップＳ１０５では、選択された基地局Ａに対してアクセス要求を送信する。
そして、選択された基地局Ａの情報、通信品質パラメータ等のデータを基地局Ａに送信す
る。
【０１６５】
　アクセス要求を受けた基地局Ａは、基地局コントローラ１４に移動局Ｍからのアクセス
要求を送信するとともに、上記情報の選択された基地局Ａの情報、通信品質パラメータを
送信する（ステップＳ１０６）。
　基地局コントローラ１４は、基地局Ａからのアクセス要求を受け付けると、基地局Ａに
対して、アクセス許可を送信すると共に、通信モードを第１の通信モードに決定し、制御
情報及びトラフィックデータを送信する（ステップＳ１０７）。
【０１６６】
　次に、基地局コントローラからのアクセス許可を受けた基地局Ａは、制御チャネル信号
及びトラフィックチャネル信号の合成信号を含むフレーム生成を行い、移動局Ａに送信す
る（ステップＳ１０８）。そして、移動局Ｍの受信機は、選択された基地局Ａからの制御
チャネル信号を復調する（ステップＳ１０９）。
【０１６７】
　さらに復号された制御チャネルデータに誤りがないかをＣＲＣ（Ｃｙｃｌｉｃ－Ｒｅｄ
ｕｎｄａｎｃｙ－Ｃｈｅｃｋ）符号等で判定し（ステップＳ１１０）、誤りなく受信でき
た場合（ステップＳ１１０；Ｙｅｓ）には、トラフィックチャネル信号に自局宛ての情報
が含まれているかどうかを受信した制御情報に基づいて判断し（ステップＳ１１１）、自
局宛ての情報が含まれている場合（ステップＳ１１１；Ｙｅｓ）、基地局Ａのトラフィッ
クチャネルを復調、復号する（ステップＳ１１２）処理を行う。
【０１６８】
　ステップＳ１１０において、受信した制御チャネルデータに誤りがあった場合（ステッ
プＳ１１０；Ｎｏ）、また、ステップＳ１１１において、自局宛ての情報が含まれていな
いことが判明した場合（ステップＳ１１１；Ｎｏ）には、基地局Ａのトラフィックチャネ
ル信号に対するそれ以降の処理を行わない（ステップＳ１１３）。
【０１６９】
　ここで、受信候補基地局の制御チャネルを受信し、ＣＲＣ符号等で誤り検出を行い、誤
りが無ければ（ステップＳ１１０；Ｙｅｓ）、制御チャネル信号のレプリカを生成して、
受信信号からキャンセルし、基地局信号のトラフィックチャネルを復調する方法をとって
もよい。
【０１７０】
　また、基地局を選択する基準としては、上記の受信信号レベルによる方法以外にも、無
線通信路の伝搬損失によって順序づけする方法であってもよい。さらに、基地局との距離
を基準にするために、受信信号タイミングや伝搬遅延量によって順序づけする方法も考え
られる。
【０１７１】
　次に、図２７，２８を用いて、選択局が２つある場合および通信モードも第２，３の通
信モードがある場合について説明する。
　ステップＳ１００～ステップＳ１０４までは、図２６に示したフローと同じ処理である
ので、説明は省略する。ただし、本実施形態（図２７，２８）では、移動局Ｍが基地局Ａ
とＢの境界付近にいる例を示しているため、ここでは、基地局ＡおよびＢが選択されるこ
とになる。ステップＳ１０４において、受信レベルの差が所定の範囲にある基地局Ａ，Ｂ
が選択されると、移動局Ｍは、基地局Ａ，Ｂに対してアクセス要求を送信するとともに、
それぞれが選択された情報およびそれぞれの通信品質パラメータを送信する（ステップＳ
２００）。
【０１７２】
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　基地局Ａは、アクセス要求を受け付けると、基地局コントローラに移動局Ｍからのアク
セス要求を送信し、基地局Ａの通信品質パラメータも送信する（ステップＳ２０１）。同
様に、基地局Ｂもアクセス要求を受け付けると、基地局コントローラに移動局Ｍからのア
クセス要求を送信し、基地局Ｂの通信品質パラメータも送信する（ステップＳ２０２）。
【０１７３】
　基地局Ａ，Ｂからのアクセス要求を受け付けた基地局コントローラは、基地局Ａ，Ｂの
各セルのトラフィック量に余裕があるか等の判定を行う（ステップＳ２０３）。トラフィ
ック量に余裕がある場合には（ステップＳ２０３；Ｙｅｓ）、基地局Ａ，Ｂに対して、ア
クセス許可を送信するとともに、基地局コントローラは、通信モードを第２の通信モード
とし、この通信モードに対応して、制御情報、トラフィックデータを送信する（ステップ
Ｓ２０４）。
【０１７４】
　アクセス許可を受け付けた基地局Ａ及びＢは、それぞれ移動局Ｍにフレーム生成し、ほ
ぼ同時に送信する（ステップＳ２０５、ステップＳ２０６）。
【０１７５】
　次に、移動局Ｍの受信機は、選択された基地局Ａ、Ｂからの制御チャネル信号をほぼ同
時に受信し、復調する（ステップＳ２０７）。移動局Ｍの受信機は、基地局Ａ、Ｂのそれ
ぞれに対して制御チャネルデータが誤りなく受信できたかどうかを判定し（ステップＳ２
０８）、誤りなく受信できた場合（ステップＳ２０８；Ｙｅｓ）には、制御チャネルデー
タに自局宛ての情報が含まれているかの判断を行い（ステップＳ２０９）、自局宛ての情
報が含まれている場合（ステップＳ２０９；Ｙｅｓ）、トラフィックチャネルを復調、復
号処理を行う（ステップＳ２１０）。
【０１７６】
　ステップＳ２０８において、受信に誤りがあった場合（ステップＳ２０８；Ｎｏ）、ま
た、ステップＳ２０９において、自局宛ての情報が含まれていない場合（ステップＳ２０
９；Ｎｏ）には、トラフィックチャネル信号の復調をせず（ステップＳ２１１）、自局宛
ての情報が含まれることが判明した基地局の信号のみ処理する。
【０１７７】
　次に、ステップＳ２０３において、判定条件が満たさない場合（ステップＳ２０３；Ｎ
ｏ）には、図２８に示す（Ａ）の処理に移行する。２つの基地局Ａ，Ｂが選択された状態
で、どちらか通信条件の良い基地局Ａ又はＢを選択する。ここでは基地局Ａが選択された
ものとする。基地局コントローラは通信モードを第３の通信モードとし、基地局Ａに対し
てアクセス許可を発行し制御情報とトラフィックデータを送信する（ステップＳ２２０）
。
【０１７８】
　アクセス許可を受け付けた基地局Ａは、フレーム生成し、ほぼ同時に移動局Ｍに送信す
る（ステップＳ２２１）。
【０１７９】
　移動局Ｍはこの時点ではモード３が選択され基地局Ａからデータが送られるという情報
を持っていない。そのため、移動局Ｍがアクセス要求を送信した基地局Ａ、Ｂ両方の信号
を受信するように動作する。移動局Ｍの受信機は、基地局Ａ、Ｂの制御チャネル信号をほ
ぼ同時に受信し、復調する（ステップＳ２２２）。復調された基地局Ａ又はＢの制御チャ
ネルデータが誤りなく受信できたかどうかを判定し（ステップＳ２２３）、誤りなく受信
できた場合（ステップＳ２２３；Ｙｅｓ）には、制御チャネルデータに自局宛ての情報が
含まれているかの判断を行い（ステップＳ２２４）、自局宛ての情報が含まれている場合
（ステップＳ２２４；Ｙｅｓ）にその基地局のトラフィックチャネルを復調、復号処理を
行う（ステップＳ２１０）。
【０１８０】
　ステップＳ２２３において、受信に誤りがあった場合（ステップＳ２２３；Ｎｏ）、ま
た、ステップＳ２２４において、自局宛ての情報が含まれていない場合（ステップＳ２２
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４；Ｎｏ）には、トラフィックチャネル信号に対するそれ以降の処理を行わない（ステッ
プＳ２２６）。
【０１８１】
　以上説明したように、通信環境状態に応じて、適切な基地局の選択及び通信モードの選
択を自動的に実行することが可能となる。
【０１８２】
　尚、本発明に係るセルラ移動通信システムは、上記した実施形態に限定されるものでは
なく、本発明の要旨を逸脱しない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論である。
【図面の簡単な説明】
【０１８３】
【図１】本発明に係るセルラ移動通信システムの基本概念を説明するシステム概念図であ
る。
【図２】基地局コントローラ１４と各基地局間のトラフィックデータと制御情報の接続を
示すネットワーク構成図である。
【図３】複数のセルにおける基地局の配置を示す図である。
【図４】ＯＦｄＭのＧＩを説明する図である。
【図５】本発明に係るセルラ移動通信システムに使用する各チャネル信号の時間及び周波
数軸における構成図である。
【図６】基地局の送信機のブロック図である。
【図７】基地局の送信機におけるパイロットチャネル信号生成部２３のブロック図である
。
【図８】基地局の送信機における制御チャネル信号生成部２４のブロック図である。
【図９】基地局の送信機におけるトラフィックチャネル信号生成部２５のブロック図であ
る。
【図１０】移動局の受信機のブロック図である。
【図１１】移動局の受信機におけるパイロットチャネル信号処理部４１ののうち、１つの
基地局に対応するパイロットチャンネル信号処理部を示すブロック図である。
【図１２】移動局の受信機における制御チャネル信号処理部４２のうち、１つの基地局に
対応する制御チャンネル信号処理部を示すブロック図である。
【図１３】移動局の受信機におけるトラフィックチャネル信号処理部４３のうち、１つの
基地局に対応するトラフィックチャンネル信号処理部を示すブロック図である。
【図１４】基地局０のパイロット信号成分を表形式で示した図である。
【図１５】基地局１のパイロット信号成分を表形式で示した図である。
【図１６】基地局２のパイロット信号成分を表形式で示した図である。
【図１７】基地局０の制御チャネル信号成分を表形式で示した図である。
【図１８】基地局１の制御チャネル信号成分を表形式で示した図である。
【図１９】基地局２の制御チャネル信号成分を表形式で示した図である。
【図２０】第１の通信モードに対応する基地局０のトラフィックチャネル信号成分を表形
式で示した図である。
【図２１】第１の通信モードに対応する基地局１のトラフィックチャネル信号成分を表形
式で示した図である。
【図２２】第１の通信モードに対応する基地局２のトラフィックチャネル信号成分を表形
式で示した図である。
【図２３】第２の通信モードに対応する基地局０のトラフィックチャネル信号成分を表形
式で示した図である。
【図２４】第２の通信モードに対応する基地局１のトラフィックチャネル信号成分を表形
式で示した図である。
【図２５】第２の通信モードに対応する基地局２のトラフィックチャネル信号成分を表形
式で示した図である。
【図２６】移動局Ｍにおける受信機の基地局選択手段により１つの基地局を選択し、基地
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局コントローラにより第１の通信モードが選択される場合の手順を示すフローチャートで
ある。
【図２７】移動局Ｍにおける受信機の基地局選択手段により複数の基地局を選択し、基地
局コントローラにより第２の通信モードが選択される場合の手順を示すフローチャートで
ある。
【図２８】移動局Ｍにおける受信機の基地局選択手段により複数の基地局を選択し、基地
局コントローラにより第３の通信モードが選択される場合の手順を示すフローチャートで
ある。
【図２９】ＯＦｄＭ方式を用いた送受信機のブロック図である。（ａ）は、送信機のブロ
ック図あり、（ｂ）は、受信機のブロック図である。
【図３０】ＯＦｄＭシンボルとＧＩとの配置関係を説明するである。
【図３１】ＯＦｄＭ方式の１フレーム内の送信信号における送信シンボルの配置を示した
図である。
【図３２】拡散ＯＦｄＭ方式の１フレーム内の送信信号における送信シンボルの配置を示
した図である。（ａ）は、周波数領域の拡散率が４であり、４つのサブキャリアで同じデ
ータシンボルが送信されることを示す図である。（ｂ）は周波数領域と時間領域の拡散率
が共に２であり、２つのサブキャリア、２つのＯＦｄＭシンボルで同じデータシンボルが
送信されることを示す図である。
【図３３】周波数領域拡散を行う拡散ＯＦｄＭ方式の送受信機のブロック図である。（ａ
）は、送信機のブロック図であり、（ｂ）は、受信機のブロック図である。
【符号の説明】
【０１８４】
１０、１１，１２　セル
１３　境界領域
１４　基地局コントローラ
１５　コアネットワーク
１６　インターネット
１７　基地局の送信機
１８　制御チャネルデータバッファ部
１９　トラフィックチャネルデータバッファ部
２０　制御部
２１　制御チャネルシンボル生成部
２２　トラフィックチャネルシンボル生成部
２３　パイロットチャネル信号生成部
２４　制御チャネル信号生成部
２５　トラフィックチャネル信号生成部
２６　合成部
２７　切替部
２８　アンテナ
３０　コピー部（ｃｏｐｉｅｒ）
３１　パイロット用スクランブルコード乗算部
３２　制御信号周波数拡散部
３３　トラフィック信号周波数拡散部
３４　トラフィック用スクランブルコード乗算部
３９　移動局の受信機
４０　アンテナ
４１　パイロットチャネル信号処理部
４２　制御チャネル信号処理部
４３　トラフィックチャネル信号処理部
４４　制御チャネルデータ再生部
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４５　トラフィックチャネルデータ再生部
４６　統括制御部
５０　チャネル推定信号生成部
５１　制御チャネルシンボル逆拡散部
５２ａ　トラフィックチャネルシンボル逆拡散部
５２ｂ　トラフィックチャネルシンボル再生部
５００、５００ａ、５００ｂ　Ｓ／Ｐ変換器
５０１、５０１ａ、５０１ｂ　ＩＦＦＴ
５０２、５０２ａ、５０２ｂ　Ｐ／Ｓ変換器
５０３、５０３ａ、５０３ｂ　ＡｄｄＧＩ
５０４　ＲｅｍｏｖｅＧＩ
５０５　タイミング検出器
５０６、５０６ａ、５０６ｂ　Ｓ／Ｐ変換器
５０７、５０７ａ、５０７ｂ　ＦＦＴ
５０８、５０８ａ、５０８ｂ　Ｐ／Ｓ変換器
６００　周波数領域拡散部
６０１　周波数領域逆拡散部
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